
�愛媛県規則第５３号

土壌汚染対策法施行細則を次のように定める。

平成２１年１０月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土壌汚染対策法施行細則

（趣旨）

第１条 この規則は、土壌汚染対策法施行令（平成１４年政令第３３６号。以下「政令」という。）及び土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環

境省令第２９号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号。以下「法」という。）の施行に関

し必要な事項を定めるものとする。

（書類の経由）

第２条 法及び省令の規定により知事に提出する書類は、申請、届出又は報告に係る土地の区域又は汚染土壌処理施設の所在地を管轄する

保健所長（当該土地の区域を管轄する保健所が２以上ある場合は、いずれかの保健所長）を経由しなければならない。

（補則）

第３条 この規則に定めるもののほか、法の施行に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

１ この規則は、平成２１年１０月２３日から施行する。

２ この規則の施行の日から平成２２年３月３１日までの間の第２条の規定の適用については、同条中「申請、届出又は報告に係る土地の区域

又は汚染土壌処理施設の所在地を管轄する保健所長（当該土地の区域を管轄する保健所が２以上ある場合は、いずれかの保健所長）」と

あるのは、「申請に係る汚染土壌処理施設の所在地を管轄する保健所長」とする。
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告 示

�愛媛県告示第１２６５号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）

第３条第１項の規定により、平成２１年９月３０日次のとおり愛媛県県

税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更を許可した。

平成２１年１０月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

指定

番号

売りさばき人

氏 名

変 更 事 項

新 旧

３０ 愛媛県猟友会
西部支部
武 田 一 男

１ 売りさばき人住所
西予市宇和町明間
１０８６

２ 代表者氏名
武 田 一 男

３ 売りさばき所
西予市宇和町明間
１０８６

１ 売りさばき人住所
西予市宇和町岩木
１５０２

２ 代表者氏名
井 上 和 博

３ 売りさばき所
西予市宇和町岩木
１５０２

�������
�愛媛県告示第１２６６号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、今治市役所において告

示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成２１年１０月１６日

伯方港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

今治市

今治市別宮町一丁目４番地１

代表者 今治市長 菅 良二

今治市大三島町宮浦５７１４番３

２ 埋立区域

� 位置

今治市伯方町木浦字足奈波乙５０９番、乙５１０番、乙５１１番、

乙５１７番、乙５１８番、乙５１８番２及び乙５２０番１の地先公有水

面

� 区域

次の１点から５点までを順次直線で結んだ線並びに５点と１

点を結ぶ平成１９年の春分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋３．７１メートル）

の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（今治市伯方町大字木浦字高丸乙５９２番地の５７、国土地

理院「高丸山」四等三角点）は、北緯３４度１１分５０．６９１０秒、東

経１３３度０７分２０．０１３５秒の地点

１点は、基点から真北５度１６分２９秒４８６．３０メートルの地点

２点は、１点から真北１６６度３７分５０秒１２０．００メートルの地点

３点は、２点から真北２５６度３７分４７秒６０．２４メートルの地点

４点は、３点から真北１６６度３５分２８秒０．４８メートルの地点

５点は、４点から真北２５６度３７分００秒１９．２５メートルの地点

� 面積

９，６００．１０平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成２０年１０月１０日 愛媛県指令２０港第４１４号

４ しゅん功認可年月日

平成２１年１０月１６日

�愛媛県告示第１２６７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２１年１０月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１８）第５９１号 平成１９年
２月２７日 （有）石丸建設業 石丸 英嗣 松山市南高井町７４２－３ 平成２１年

９月１日
土木工事業
建築工事業 建設業の廃止

（般－１８）第１３５５９号 平成１８年
１０月２３日 池田組 池田 正彦 松山市竹原４－４－２８ 平成２１年

９月２日 とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－１８）第７７５６号 平成１８年
７月２４日 仙波農園 仙波 廣輔 松山市北久米町３２ 平成２１年

９月１０日 造園工事業 建設業の廃止

（般・特－１９）第１９０１号 平成１９年
１１月１日 昭安土建（株） 藪 敬仁 松山市松末２－１－５２ 平成２１年

９月１１日

土木工事業
建築工事業
とび・土工工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１９）第１２７７７号 平成１９年
８月１７日 積和建設愛媛（株） 近藤 徹平 松山市久米窪田町２８９ 平成２１年

９月１７日

土木工事業
建築工事業
大工工事業
とび・土工工事業
内装仕上工事業
造園工事業

建設業の廃止

（般－１７）第９９０９号 平成１７年
９月３日 （有）南設備 弓岡 和幸 松山市北井門３－１－１８ 平成２１年

９月２９日
管工事業
水道施設工事業
消防施設工事業

建設業の廃止

��������������
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�愛媛県告示第１２６８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１０月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１２６９号
大洲市土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・古町地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条

第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次のとお

り関係書類を縦覧に供する。

平成２１年１０月１６日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

古町地区）計画書の写し

� 大洲市土地改良区約款の写し

２ 縦覧期間

平成２１年１０月１９日から１１月１６日まで

３ 縦覧場所

大洲市役所

公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２１年１０月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

シャーリングの購入

� 購入物品名及び数量

シャーリング ３式

� 購入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 納入期限

平成２２年３月２６日

� 納入場所

仕様書による。

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札

書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２０・２１・２２年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期限までに確実に納入できる体制が整備されていること

を証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できる者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期限

電子入札による場合は、平成２１年１２月２日（水）午前９時か

ら平成２１年１２月３日（木）午後１時５９分まで。

紙入札による場合は、平成２１年１２月３日（木）午後１時５９分

まで。

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２１年１２月３日（木）午後２時００分

愛媛県庁舎 総務部会議室（入札室） 本館２階

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条の規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 網代鳥越線
南宇和郡愛南町魚神山１３６２番２から

同町魚神山１３６１番２まで
平成２１年１０月１６日
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は、これに応じなければならない。

提出期限：平成２１年１１月２５日（水）午後５時００分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

� 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に

限る。）により提出すること。

� 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased： Shearing

Machine，３ set

� Time limit of tender： １：５９ p．m．，３ December

� For further information，please contact： Supplies Procurement

Section，Accounting Division，Treasury Bureau，Ehime Prefectural

Government，４－４－２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―

８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２１５６

�愛媛県教育委員会規則第８号
愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年１０月１６日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則（昭和３９年愛媛県教育委員会規則第７号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

教育委員会規則

改 正 後 改 正 前

別表第１の１（第２条関係） 別表第１の１（第２条関係）

学校名

全日制の課程 定時制の課程

学校名

全日制の課程 定時制の課程

修業

年限
学科

生徒

定員

修業

年限
学科

昼

夜

別

生

徒

定

員

修業

年限
学科

生徒

定員

修業

年限
学科

昼

夜

別

生

徒

定

員

川之江高等

学校

３年 普通科 ９６０ 省略 川之江高等

学校

３年 普通科 １，０００ 省略

省略 省略

土居高等学

校

３年 普通科 ４００ 土居高等学

校

３年 普通科 ４４０

省略 省略

新居浜工業

高等学校

３年 機械科

電子機

械科

電気科

情報電

子科

環境化

学科

１２０

１２０

１２０

１２０

１２０

４年 機械科 夜 ４０ 新居浜工業

高等学校

３年 機械科

電子機

械科

電気科

情報電

子科

環境化

学科

１２０

１２０

１２０

１２０

１２０

４年 機械科 夜 ８０

省略 省略
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西条高等学

校

３年 普通科

理数科

商業科

７２０

１２０

１２０

省略 西条高等学

校

３年 普通科

理数科

商業科

７６０

１２０

１２０

省略

省略 省略

丹原高等学

校

３年 普通科

園芸科

学科

３６０

１２０

丹原高等学

校

３年 普通科

園芸科

学科

４００

１２０

省略 省略

今治南高等

学校

３年 普通科

園芸ク

リエイ

ト科

７２０

１２０

今治南高等

学校

３年 普通科

園芸ク

リエイ

ト科

７６０

１２０

省略 省略

伯方高等学

校

３年 普通科 ２００ 伯方高等学

校

３年 普通科 ２２０

省略 省略

松山南高等

学校

３年 普通科

理数科

１，０００

１２０

省略 松山南高等

学校

３年 普通科

理数科

１，０４０

１２０

省略

省略 省略

松山中央高

等学校

３年 普通科 １，１２０ 松山中央高

等学校

３年 普通科 １，１６０

松山工業高

等学校

３年 機械科

電子機

械科

電気科

電子科

情報技

術科

情報電

子科

工業化

学科

建築科

土木科

繊維科

１２０

１２０

１２０

４０

４０

８０

１２０

１２０

１２０

１２０

４年 機械科

電気科

建築科

夜 １６０

４０

１６０

松山工業高

等学校

３年 機械科

電子機

械科

電気科

電子科

情報技

術科

情報電

子科

工業化

学科

建築科

土木科

繊維科

１２０

１２０

１２０

８０

８０

４０

１２０

１２０

１２０

１２０

４年 機械科

電気科

建築科

夜 １６０

８０

１６０

省略 省略

上浮穴高等

学校

３年 普通科

森林環

境科

１００

１００

上浮穴高等

学校

３年 普通科

森林環

境科

１１０

１１０

省略 省略

中山高等学

校

３年 普通科

特用林

産科

１００

１００

中山高等学

校

３年 普通科

特用林

産科

１１０

１１０

省略 省略

長浜高等学

校

３年 普通科 ２００ 長浜高等学

校

３年 普通科 ２２０

省略 省略

八幡浜高等

学校

３年 普通科

商業科

情報ビ

ジネス

科

４８０

２４０

１２０

省略 八幡浜高等

学校

３年 普通科

商業科

情報ビ

ジネス

科

５２０

２４０

１２０

省略
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省略 省略

三崎高等学

校

３年 普通科 ２２０ 三崎高等学

校

３年 普通科 ２４０

三瓶高等学

校

３年 普通科 ２２０ 三瓶高等学

校

３年 普通科 ２４０

省略 省略

野村高等学

校

３年 普通科

畜産科

２４０

１２０

野村高等学

校

３年 普通科

畜産科

２４０

１２０

土居分校 ４年 農業科 昼 ４０

宇和島東高

等学校

３年 普通科

理数科

商業科

情報ビ

ジネス

科

４８０

１２０

２４０

１２０

３年

以上

普通科 夜 １２０ 宇和島東高

等学校

３年 普通科

理数科

商業科

情報ビ

ジネス

科

４８０

１２０

２４０

１２０

３年

以上

普通科 夜 ８０

宇和島南高

等学校

３年

以上

普通科 夜 ４０ 宇和島南高

等学校

３年

以上

普通科 夜 ８０

省略 省略

北宇和高等

学校

３年 普通科

生産食

品科

２４０

１２０

北宇和高等

学校

３年 普通科

生産食

品科

２４０

１２０

日吉分校 ４年 農業科 昼 ８０ 日吉分校 ４年 農業科 昼 １２０

省略 省略

備考 省略

別表第４（第４条関係）

備考 省略

別表第４（第４条関係）

学校名 学校

が行

う教

育の

対象

者

部 修業

年限

学科 生徒

定員

学校名 学校

が行

う教

育の

対象

者

部 修業

年限

学科 生徒

定員

松山盲学校 視覚

障害

者

省略 松山盲学校 視覚

障害

者

省略

高

等

部

本科 ３年 普通科

保健理

療科

２８

２８

高

等

部

本科 ３年 普通科

保健理

療科

３０

３０

専攻

科

３年 理療科 ２８ 専攻

科

３年 理療科 ３０

ろう

松山聾学校 聴覚

障害

者

省略
ろう

松山聾学校 聴覚

障害

者

省略

高

等

部

本科 ３年 普通科

産業工

芸科

理容科

被服科

１８

１０

２８

１０

高

等

部

本科 ３年 普通科

産業工

芸科

理容科

被服科

１０

２０

３０

２０

しげのぶ特別

支援学校

肢体

不自

由者

及び

病弱

者

省略 しげのぶ特別

支援学校

肢体

不自

由者

及び

病弱

者

省略

高

等

部

本科 ３年 普通科 ８０ 高

等

部

本科 ３年 普通科 ８４
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

（高等学校の入学定員の特例）

２ 別表第１の１備考２本文の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校の学科については、平成２２年度における第１学年の入学定員は、当

該入学定員欄に掲げるとおりとする。

（身

体虚

弱者

を含

む。）

（身

体虚

弱者

を含

む。）

省略 省略

新居浜分校 知的

障害

者

省略 新居浜分校 知的

障害

者

省略

高

等

部

本科 ３年 普通科 ３２ 高

等

部

本科 ３年 普通科 １６

東予学園分校 知的

障害

者

小学部 ６年

中学部 ３年

宇和特別支援

学校

聴覚

障害

者

省略 宇和特別支援

学校

聴覚

障害

者

省略

高

等

部

本科 ３年 普通科 ２８ 高

等

部

本科 ３年 普通科 ３０

省略 省略

大洲学園分校 知的

障害

者

小学部 ６年

中学部 ３年

野村学園分校 知的

障害

者

小学部 ６年

中学部 ３年

備考 省略 備考 省略

学校名
全日制の課程 定時制の課程

学科 入学定員 学科 入学定員

土居高等学校 普通科 １２０

伯方高等学校 普通科 ６０

松山南高等学校 普通科 ３２０

松山中央高等学校 普通科 ３６０

松山工業高等学校 情報電子科 ４０

上浮穴高等学校 普通科 ３０

森林環境科 ３０

中山高等学校 普通科 ３０

特用林産科 ３０

長浜高等学校 普通科 ６０

三崎高等学校 普通科 ６０

三瓶高等学校 普通科 ６０

宇和島東高等学校 普通科 ４０
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（特別支援学校の入学定員の特例）

３ 別表第４備考本文の規定にかかわらず、次の表に掲げる学校の高等部の学科については、平成２２年度における第１学年の入学定員は、

当該入学定員欄に掲げるとおりとする。

教育委員会告示

�愛媛県教育委員会告示第６号
平成２２年度愛媛県県立高等学校入学者選抜実施要項を次のように

定める。

平成２１年１０月１６日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

平成２２年度愛媛県県立高等学校入学者選抜実施要項

平成２２年度愛媛県県立高等学校の入学者の選抜は、この要項に基

づいて実施する。ただし、通信制の課程及び専攻科の入学者の選抜

は、愛媛県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）が別に定

める要領により行う。

第１ 募集

１ 平成２２年度県立高等学校の第１学年の募集定員は、別に定め

る。

２ 職業教育を主とする学科のうち、農業、工業、商業及び水産

に関する各学科においては、それぞれに属する２以上の小学科

について、一括して募集すること（以下「くくり募集」という。）

ができる。

また、理数科については、普通科とのくくり募集ができる。

第２ 通学区域

通学区域は、愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則（昭

和３８年愛媛県教育委員会規則第１５号）の定めるところによる。

第３ 一般入学者選抜

１ 実施学科

平成２２年度入学者の募集を行う全日制の課程及び定時制の課

程のすべての学科について実施する。

２ 募集人員

一般入学の募集人員は、全日制の課程にあっては当該学科の

募集定員から当該学科の推薦入学確約者数を差し引いた数と、

定時制の課程にあっては当該学科の募集定員とする。

なお、くくり募集をする学科にあっては、当該募集の単位を

もって学科とみなす。

３ 出願

� 出願資格

入学を志願できる者は、次のいずれかに該当する者とする。

ア 平成２２年３月末日までに中学校若しくはこれに準ずる学

校（以下「中学校等」という。）を卒業する見込みの者又

は中等教育学校の前期課程を修了する見込みの者

イ 中学校等を卒業した者又は中等教育学校の前期課程を修

了した者

ウ 中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認められ

る者

� 出願期間

ア 出願期間は、平成２２年２月１８日（木）午前９時から同月

２４日（水）正午までとし、受付時間は、土曜日及び日曜日

を除く日の午前９時から午後４時まで（同月２４日（水）に

あっては、午前９時から正午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

イ 保護者の転勤に伴う子女の県外からの出願については、

�の志願変更期間中も出願することができる。
� 出願制限

ア 入学志願者は、二つ以上の県立高等学校又は課程に出願

することはできない。

イ 入学志願者は、次の�又は�に該当する場合を除いては、
二つ以上の学科に出願することはできない。

� 同一学校、同一課程の農業、工業、商業又は水産に関

する各学科のいずれかに属する二つの小学科を志望する

場合で、当該小学科のうち一つの小学科を第２志望とす

るとき。この場合において、くくり募集をする小学科に

あっては、当該募集の単位をもって一つの小学科とみな

す。

� 理数科に出願する場合で、当該県立高等学校の普通科

を第２志望とするとき。

� 出願手続

ア 入学志願者は、入学願書に入学選考料（全日制の課程２，

２００円、定時制の課程９５０円）に相当する愛媛県収入証紙

学校名
学校が行う教育

の対象者
部 学科 入学定員

松山盲学校 視覚障害者 高等部 本科 普通科 ８

保健理療科 ８

専攻科 理療科 ８
ろう

松山聾学校 聴覚障害者 高等部 本科 普通科 ８

理容科 ８

しげのぶ特別支援

学校

肢体不自由者及

び病弱者（身体

虚弱者を含む。）

高等部 本科 普通科 ２４

今治特別支援学校

新居浜分校
知的障害者 高等部 本科 普通科 １６

宇和特別支援学校 聴覚障害者 高等部 本科 普通科 ８
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をちょう付し、受検票を添え、在籍又は出身の中学校等又

は中等教育学校の校長（以下「中学校長」という。）を経

て（在籍及び出身の中学校等及び中等教育学校のない場合

にあっては、直接）、志願先の高等学校の校長（以下「志

願先高等学校長」という。）に提出しなければならない。

イ 県外からの出願手続は、次のとおりとする。

� 県外からの入学志願者は、アにより提出する書類に愛

媛県県立高等学校入学志願理由書を添えて志願先高等学

校長に提出しなければならない。ただし、志願変更期間

中における保護者の転勤に伴う子女の県外からの出願に

ついては、愛媛県県立高等学校入学志願理由書に代えて、

保護者の転勤に伴う子女の入学志願許可申請書を志願先

高等学校長に提出しなければならない。

� 高等学校長は、入学志願理由書又は入学志願許可申請

書の提出があった場合は、志願の理由が適当と認められ

た者について、出願期間中（保護者の転勤に伴う子女の

志願変更期間中の出願にあっては、志願変更期間中）に、

県外からの入学志願者受付承認願２部を教育長に提出し、

承認を受けるものとする。

ウ 中学校長は、受検に当たって特別な措置が必要と判断さ

れる者が志願する場合には、平成２２年１月１５日（金）まで

に学力検査に関する特別措置願を志願先高等学校長に提出

するものとする。

高等学校長は、特別措置願の提出があった場合は、その

写しを平成２２年１月２２日（金）までに教育長に提出し、協

議するものとする。

エ 中学校等又は中等教育学校において年間３０日以上の長期

欠席のある入学志願者は、本人の希望により、欠席の理由

等を記載した自己申告書（厳封すること。）を入学願書に

添え、志願先高等学校長に提出することができる。

オ 海外帰国子女としての扱いを希望する場合の手続は、次

のとおりとする。

� 海外帰国子女としての扱いを希望する者は、平成２２年

１月１５日（金）までに海外帰国子女取扱措置願を志願先

高等学校長に提出しなければならない。ただし、やむを

得ない事情で、期限内に提出ができない場合は、その事

情を記した事由書を添えて提出するものとする。

� 高等学校長は、海外帰国子女取扱措置願の提出があっ

た場合は、その写しを平成２２年１月２２日（金）までに教

育長に提出し、当該者の海外現地校在学その他海外経験

等の事情を勘案し、学力検査の実施等に関し講ずべき措

置について協議するものとする。

� 海外帰国子女とは、保護者とともに県内に住所を有す

る者又は入学日までに県内に住所を有する予定の者で、

帰国後の期間（帰国した日から平成２２年２月１７日までの

期間をいう。）が３年以内であり、かつ、外国における

在住期間が、帰国時からさかのぼり継続して１年以上で

あるものをいう。ただし、保護者が引き続き海外に居住

する場合は、県内に保護者に代わる身元引受人がいる者

に限る。

� 志願変更

出願手続を終えた者で、学校、課程又は学科の志願変更を

希望するものは、平成２２年２月２５日（木）午前９時から同年

３月３日（水）正午までの期間に、いずれの学校、いずれの

課程、いずれの学科へでも１回に限り志願変更をすることが

できる。この場合において、定時制の課程から全日制の課程

へ志願変更をするときは、入学選考料の不足額（１，２５０円）

に相当する愛媛県収入証紙を添えなければならない。

志願変更の受付時間は、土曜日及び日曜日を除く日の午前

９時から午後４時まで（同年３月３日（水）にあっては、午

前９時から正午まで）とする。

４ 報告書

� 中学校長は、次の報告書を、平成２２年２月２５日（木）午前

９時から同年３月３日（水）正午までに、志願先高等学校長

に提出するものとする。

ア 調査書

イ 学習成績等一覧表

� 中学校長は、やむを得ない事情で所定の報告書を提出でき

ないときは、その事情を記した事由書及び当該報告書に代わ

る参考資料を提出するものとする。

� 志願先高等学校長は、報告書の内容について、必要があれ

ば中学校長に説明を求めることができる。

５ 学力検査等

� 学力検査

入学志願者全員に対して、次により学力検査を行う。

ア 検査教科

� 全日制の課程

国語、社会、数学、理科及び英語の５教科とする。

� 定時制の課程

国語並びに社会、数学、理科及び英語のうちから入学

志願者が選択する２教科の３教科とする。

イ 検査問題

平成２２年度の県立高等学校等の入学者等の選抜に係る学

力検査の出題範囲並びに学力検査等の期日及び合格者の発

表の日について（平成２１年５月１９日愛媛県教育委員会公告）

１�に定めるところによる。
� 実技テスト

今治工業高等学校及び松山南高等学校砥部分校のデザイン

科（以下「工業に関するデザイン科」という。）の入学志願

者（当該学科を第２志望とする者を含む。�において同じ。）
に対して、実技テストを行う。

実技テストは、基本的な題材を鉛筆で表現するものとし、

内容については、当日指示する。

� 面 接

ア 入学志願者全員に対して、面接を行う。

イ 工業に関するデザイン科の入学志願者の面接は、実技テ

スト終了後に行う。

� 期日及び日程

期 日 時 間 教 科 等

平成２２年
３月１０日（水）

９：００～９：３０ 点呼、受検上の注意

９：４５～１０：３０ 国 語

１０：４５～１１：１０ 国 語（作文）

１１：２５～１２：１５ 理 科

１２：１５～１３：１０ （昼 食）

１３：１５～１４：０５ 社 会

愛 媛 県 報平成２１年１０月１６日 第２１０９号

９１７



平成２２年
３月１１日（木）

９：００～９：３０ 点呼、受検上の注意

９：４５～１０：３５ 数 学

１０：５０～１１：５０ 英 語

１１：５０～１２：５０ （昼 食）

１３：００～
面 接

（工業に関するデザイン科
にあっては、実技テスト
（３０分）終了後に面接）

� 検査場

検査場は、志願先の高等学校（本校又は分校）とする。

６ 入学者の選抜方法

� 高等学校長は、報告書、学力検査の成績並びに面接及び実

技テストの結果を資料とし、当該高等学校、学科等の特色を

踏まえて、その教育を受けるに足る能力、適性等を総合的に

判定して入学者を選抜する。

� 合格者の決定は、次の方法による。

ア 全日制の課程

� 学力検査の成績は、各教科５０点満点とし、合計２５０点

満点とする。ただし、理数科及び総合学科については、

傾斜配点を実施することができる。この場合において、

理数科にあっては数学と理科の得点を、総合学科にあっ

ては５教科の中で得点が高い２教科の得点を１．５倍して、

それぞれ７５点満点とし、検査を実施する５教科の合計を

３００点満点とする。

� 調査書点（調査書の各教科の学習の記録の第１学年か

ら第３学年までにおいて履修した必修教科の評定の合計

をいう。以下同じ。）は、１３５点満点とする。

� 調査書の各教科の学習の記録以外の記録並びに面接及

び実技テストの評価方法等については、高等学校長が定

めるものとする。

� 次の第１選抜及び第２選抜の順に選抜し、合格者を決

定する。ただし、入学志願者数が募集人員を下回ってい

る場合は、ａ及びｂ中「募集人員」とあるのは、「入学

志願者数」と読み替えるものとする。

ａ 第１選抜

調査書点が上位から募集人員の９０パーセント程度以

内にある者のうち、調査書の記録並びに面接及び実技

テストの結果が良好な者を対象にして、学力検査の成

績の上位順に募集人員の７０パーセント程度の者を選抜

する。この場合において、農業、工業、商業又は水産

に関する各学科及び理数科にあっては、当該学科を第

１志望とする者を対象とする。

ｂ 第２選抜

第１選抜で選抜されなかったすべての者を対象に、

学力検査の成績に基づく得点（以下「Ａ」という。）、

調査書点に基づく得点（以下「Ｂ」という。）、調査

書の各教科の学習の記録以外の記録並びに面接及び実

技テストの評価に基づく得点（以下「Ｃ」という。）

を用いて、募集人員の３０パーセント程度の者を選抜す

る。この場合において、農業、工業、商業又は水産に

関する各学科及び理数科を置く高等学校における普通

科の第２選抜については、当該学科を第２志望とする

者も対象に含むものとする。

Ａ、Ｂ及びＣの合計は５００点満点とする。また、Ａ、

Ｂ及びＣの満点の比率は、Ａは３から６までの、Ｂ及

びＣは２から４までの範囲の整数とし、Ａ、Ｂ及びＣ

の満点の比率の合計が１０となるように高等学校長が当

該高等学校の学科ごとに定め、事前に公表する。

なお、学力検査の成績、調査書の記録又は面接若し

くは実技テストの結果のいずれかにより成業の見込み

がないと判断した場合には、合格者としない。

おって、具体的な得点の算出方法は次の表のとおり。

【普通科、専門学科（理数科を
除く。）】

【理数科、総合学科】

満点の
比率

得点を
算出す
るとき
に乗じ
る数

Ａ、Ｂ、Ｃ
のそれぞれ
の満点

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ

６ ２ ２ ３００１００１００

５ ３ ２ ２５０１５０１００

５ ２ ３ ２５０１００１５０

４ ４ ２５０x５０y ２００２００１００
４ ３ ３２５０１３５２００１５０１５０

４ ２ ４ ２００１００２００

３ ４ ３ １５０２００１５０

３ ３ ４ １５０１５０２００

満点の
比率

得点を
算出す
るとき
に乗じ
る数

Ａ、Ｂ、Ｃ
のそれぞれ
の満点

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ

６ ２ ２ ３００１００１００

５ ３ ２ ２５０１５０１００

５ ２ ３ ２５０１００１５０

４ ４ ２５０x５０y ２００２００１００
４ ３ ３３００１３５２００１５０１５０

４ ２ ４ ２００１００２００

３ ４ ３ １５０２００１５０

３ ３ ４ １５０１５０２００

注１ Ａの満点の比率をｘと、Ｂの満点の比率をｙとする。

２ 学力検査の成績に 又は を乗じてＡを、調査書点に

を乗じてＢを算出するときは、分子を乗じた後に分母で除

すること（小数点以下の端数が生じる場合は、切り上げるもの
とする。）。

＜普通科の算出例＞
普通科でＡ、Ｂ、Ｃの満点の比率をそれぞれ６、２、
２とした場合

Ａ＝学力検査の成績× （３００点満点）

Ｂ＝調査書点× （１００点満点）

Ｃ＝調査書の各教科の学習の記録以外の記録並びに面
接及び実技テストの評価の得点を換算 （１００点
満点）

５０x
２５０

５０x
３００

５０y
１３５

３００
２５０

１００
１３５

イ 定時制の課程

� 学力検査の成績は、検査を実施する３教科とも５０点満

点とし、合計１５０点満点とする。

� 調査書点は、１３５点満点とする。

� 合格者の決定方法は、全日制の課程に準ずる。ただし、

高等学校長の判断により、第１選抜を行わず、第２選抜

の方法のみによってすべての合格者を決定することがで

きる。

また、第２選抜のＡ、Ｂ及びＣの満点の比率及び得点

については全日制の課程に準ずるものとし、高等学校長

が当該高等学校の学科ごとに定め、事前に公表する。

第２選抜における具体的得点の算出方法は、次の表の

とおり。

満点の
比率

得点を
算出す
るとき
に乗じ
る数

Ａ、Ｂ、Ｃ
のそれぞれ
の満点

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ

６ ２ ２ ３００１００１００

５ ３ ２ ２５０１５０１００

５ ２ ３ ２５０１００１５０
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４ ４ ２５０x５０y ２００２００１００

４ ３ ３１５０１３５２００１５０１５０

４ ２ ４ ２００１００２００

３ ４ ３ １５０２００１５０

３ ３ ４ １５０１５０２００

注１ Ａの満点の比率をｘと、Ｂの満点の比率をｙとする。

２ 学力検査の成績に を乗じてＡを、調査書点に を乗じ

てＢを算出するときは、分子を乗じた後に分母で除すること
（小数点以下の端数が生じる場合は、切り上げるものとする。）。

５０x
１５０

５０y
１３５

� 全日制の課程における普通科の通学区域外からの入学志願

者については、愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則

第４条の規定に従って選抜する。

� 海外帰国子女の入学志願者で、第３の３�オ�の協議にお
いて措置を講ずる必要があると認められたものについては、

�及び�にかかわらず、高等学校長は、当該協議に基づき、
当該高等学校の教育を受けるに足る能力、適性等を総合的に

判定して入学者を選抜する。この場合において、当該高等学

校の第１学年の学級数を限度とする員数については、募集定

員を超えることができるものとする。

� 入学志願者から提出された自己申告書については、記載さ

れた内容によって不利が生ずることのないよう、選抜に際し

て入学志願者を理解するための補助資料として扱うものとす

る。

７ 合格者の発表

合格者の発表は、平成２２年３月１８日（木）午前１０時に、当該

高等学校において、受検番号を掲示して行う。

８ 学力検査の得点等の口頭による開示請求

� 学力検査の得点等については、愛媛県個人情報保護条例（平

成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、口

頭により開示請求をすることができる。

� 口頭による開示請求をすることができる期間は、平成２２年

３月１８日（木）から１月間とする。

� 口頭による開示請求は、入学志願者本人が本人であること

を確認できる書類（受検票等）を持参の上、土曜日、日曜日

及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３

条に規定する休日（以下「休日」という。）を除く日の午前

９時（平成２２年３月１８日（木）にあっては、午前１０時）から

午後５時（夜間定時制課程にあっては、午後９時）までに、

志願先の高等学校で行うこと。

なお、電話、はがき等による請求はできない。

� 開示内容については、次のとおりとする。

調査書点並びに学力検査の教科別得点及びその合計得点

第４ 推薦入学者選抜

１ 実施学科

平成２２年度入学者の募集を行う全日制の課程のすべての学科

について実施する。

２ 募集人員

推薦入学の募集人員は、普通科及び理数科にあっては当該学

科の募集定員の５パーセントから１５パーセントまで程度の範囲

内で、職業教育を主とする学科及び総合学科にあっては当該学

科の募集定員の２０パーセントから３０パーセントまで程度の範囲

内で、高等学校長が当該高等学校の学科ごとに定め、事前に公

表する。

なお、くくり募集をする学科にあっては、当該募集の単位を

もって学科とみなす。

３ 出願

� 出願資格

ア 推薦入学を志願できる者は、平成２２年３月末日までに県

内の中学校等を卒業する見込みの者又は中等教育学校の前

期課程を修了する見込みの者であって、次の要件のすべて

に該当し、かつ、在籍の中学校等又は中等教育学校の校長

（以下「在籍中学校長」という。）が推薦するものとする。

� 当該高等学校・学科を志望する動機や理由が明白で適

切であること。

� 当該高等学校・学科に適性及び興味・関心を有するこ

と。

� 人物が優れていること。

� 調査書の記録が良好であり、当該高等学校・学科にお

ける学習活動に成果が期待できること。

� 次の要件のいずれかに該当すること。

ａ 特別活動において優れた実績を有すること。

ｂ 校内外のスポーツ活動、文化活動、奉仕活動等のう

ち、いずれかの分野において、熱心な活動が見られる

こと又は優れた成果を上げていること。

ｃ 理数科又は職業教育を主とする学科を志願する者に

あっては、調査書の各教科の学習の記録のうち、それ

ぞれの学科に関連した教科において秀でていること。

イ 出願資格の詳細については、高等学校長が、当該高等学

校の教育目標、学科の特色、地域性等を十分考慮して定め

るものとする。

� 出願期間

出願期間は、平成２２年１月２２日（金）午前９時から同月２９

日（金）正午までとし、受付時間は、土曜日及び日曜日を除

く日の午前９時から午後４時まで（同月２９日（金）にあって

は、午前９時から正午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 出願制限

推薦入学志願者は、二つ以上の県立高等学校又は学科に出

願することはできない。ただし、くくり募集をする学科にあ

っては、当該募集の単位をもって学科とみなす。

� 出願手続

ア 在籍中学校長は、推薦に当たっては、在籍中学校長を委

員長とする推薦委員会を設け、適切な推薦入学志願者を決

定するものとする。

イ 県内の中学校等又は中等教育学校において推薦入学志願

者として認められた者は、推薦入学願書に入学選考料（２，

２００円）に相当する愛媛県収入証紙をちょう付し、推薦入

学受検票及び自己アピール書とともに、在籍中学校長に提

出しなければならない。

ウ 在籍中学校長は、推薦入学願書、推薦入学受検票及び自

己アピール書を報告書とともに、出願期間内に志願先高等

学校長に提出するものとする。

４ 報告書

在籍中学校長から志願先高等学校長に提出する報告書は次の

とおりとする。

ア 調査書
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イ 推薦書

５ 作文、小論文、面接及び集団討論等

� 作文、小論文、面接及び集団討論

推薦入学志願者全員に対して、作文及び小論文のうちから

少なくとも一つ並びに面接及び集団討論のうちから少なくと

も一つの合わせて二つ以上を行う。

なお、作文、小論文、面接及び集団討論の選定その他実施

内容は、高等学校長が当該高等学校の学科ごとに定め、事前

に公表する。

� 実技テスト

工業に関するデザイン科の推薦入学志願者に対して、実技

テストを行う。

実技テストは、基本的な題材を鉛筆で表現するものとし、

内容については、当日指示する。

� 学力検査

学力検査は、行わない。

� 期日及び日程

期 日 時 間 作文・小論文、面接・集団討論
等

平成２２年
２月９日（火）

９：００～ 作文・小論文

作文・小論文
終了後

面接・集団討論
（工業に関するデザイン科にあ
っては、実技テスト（３０分）終
了後に面接・集団討論）

� 検査場

検査場は、志願先の高等学校（本校又は分校）とする。

６ 推薦入学者の選抜方法

高等学校長は、自己アピール書、報告書並びに作文、小論文、

面接、集団討論及び実技テストの結果を資料とし、当該高等学

校、学科等の特色を踏まえて総合的に判定し、推薦入学者を選

抜する。

７ 合格内定者の通知

� 高等学校長は、平成２２年２月１５日（月）午前１０時から同月

１７日（水）正午までの間に、選抜の結果を推薦入学者選抜結

果通知書により在籍中学校長に通知する。

� 在籍中学校長は、合格内定者に合格内定通知書及び入学確

約書の用紙を交付するものとする。

� 合格内定通知書の交付を受けた者は、在籍中学校長を通じ、

入学確約書を平成２２年２月２２日（月）正午までに志願先高等

学校長に提出しなければならない。

８ 合格者の発表

合格者の発表は、平成２２年３月１８日（木）午前１０時に、当該

高等学校において、受検番号を掲示して行う。

第５ 定時制の課程の第２次募集

１ 実施学科

平成２２年３月１０日（水）及び１１日（木）に実施した一般入学

者選抜（以下「第１次募集」という。）における合格者数が募

集定員に満たない定時制の課程の学科について、第２次募集を

行うものとする。

２ 募集人員

募集定員から第１次募集における合格者数を差し引いた数を

第２次募集の募集人員とし、平成２２年３月１８日（木）午前１０時

に、当該高等学校に掲示する。

３ 出願

� 出願資格

第３の３�に定める出願資格を有する者とする。
� 出願期間

出願期間は、平成２２年３月１９日（金）午前９時から同月２９

日（月）正午までとし、受付時間は、土曜日、日曜日及び休

日を除く日の午前９時から午後４時まで（同月２９日（月）に

あっては、午前９時から正午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 出願制限及び出願手続

第１次募集の場合に準ずる。

� 志願変更

志願変更は、できないものとする。

４ 報告書

第１次募集の場合に準ずる。ただし、提出期間は、平成２２年

３月１９日（金）午前９時から同月２９日（月）正午までとし、学

習成績等一覧表は、提出を要しない。

５ 学力検査等

第１次募集の場合に準ずる。ただし、学力検査及び面接の実

施期日及び日程は、次による。

期 日 時 間 教 科 等

平成２２年
４月２日（金）

９：３０～１０：００ 点呼、受検上の注意

１０：１５～１０：４５ 国 語

１１：００～１２：００ 社会・数学・理科・英語の
うち２教科を選択受検

１２：００～１３：００ （昼 食）

１３：１０～ 面 接

６ 入学者の選抜方法

第１次募集の場合に準ずる。

７ 合格者の発表

合格者の発表は、平成２２年４月５日（月）午前１０時に、当該

高等学校において、受検番号を掲示して行う。

第６ その他

１ 既に納付した入学選考料は、一切返還しない。

２ 出願に関して、虚偽又は不正等の事実が判明した場合は、高

等学校長は、当該生徒の合格又は入学許可を取り消すものとす

る。

３ この要項に定めるもののほか、入学者選抜に関し必要な事項

は、教育長が定める。
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�愛媛県教育委員会告示第７号
平成２２年度愛媛県県立中等教育学校入学者選考実施要項を次のよ

うに定める。

平成２１年１０月１６日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

平成２２年度愛媛県県立中等教育学校入学者選考実施要項

平成２２年度愛媛県県立中等教育学校の入学者の選考は、この要項

に基づいて実施する。ただし、第４学年の欠員補充のための編入学

については、愛媛県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）

が別に定める要領により行う。

１ 募集人員
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平成２２年度県立中等教育学校の第１学年の募集人員は、次のと

おりとする。

愛媛県立今治東中等教育学校 １６０名

愛媛県立松山西中等教育学校 １６０名

愛媛県立宇和島南中等教育学校 １６０名

２ 通学区域

通学区域は、愛媛県県立中等教育学校の通学区域に関する規則

（平成１４年愛媛県教育委員会規則第１４号）の定めるところによる。

３ 出願資格

入学を志願できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。

� 平成２２年３月末日までに県内の小学校又はこれに準ずる学校

（以下「小学校等」という。）を卒業する見込みの者

� 平成２２年３月末日までに県外の小学校等を卒業する見込みの

者で、教育長が特別に出願を認めたもの

４ 出願期間

出願期間は、平成２１年１２月１５日（火）午前９時から同月２２日（火）

正午までとし、受付時間は、土曜日及び日曜日を除く日の午前９

時から午後４時まで（同月２２日（火）にあっては、午前９時から

正午まで）とする。

５ 出願手続

� 入学志願者は、入学志願書に入学選考料（２，２００円）に相当

する愛媛県収入証紙をちょう付し、入学志願理由書、受検票及

び入学予定者選考結果通知用の返信用封筒を添え、在籍する小

学校等の校長（以下「小学校長」という。）を経て、志願先の

中等教育学校の校長（以下「志願先中等教育学校長」という。）

に提出しなければならない。

� 入学志願者は、二つ以上の県立中等教育学校に出願すること

はできない。

� 県外からの出願手続

ア 県外からの入学志願者は、�により提出する書類に県外か
らの入学志願事由書を添えて志願先中等教育学校長に提出し

なければならない。

イ 志願先中等教育学校長は、志願の事由が適当と認められた

者について、出願期間中に、県外からの入学志願受付承認願

２部を教育長に提出し、承認を受けるものとする。

� 小学校長は、受検に当たって特別な措置が必要と判断される

者が志願する場合には、平成２１年１２月８日（火）までに面接、

作文及び適性検査に関する特別措置願を志願先中等教育学校長

に提出するものとする。

中等教育学校長は、特別措置願の提出があった場合は、その

写しを平成２１年１２月１４日（月）までに教育長に提出し、協議す

るものとする。

� 海外帰国子女としての扱いを希望する場合の手続は、次のと

おりとする。

ア 海外帰国子女としての扱いを希望する者は、平成２１年１２月

８日（火）までに海外帰国子女取扱措置願を志願先中等教育

学校長に提出しなければならない。ただし、やむを得ない事

情で、期限内に提出ができない場合は、その事情を記した事

由書を添えて提出するものとする。

イ 中等教育学校長は、海外帰国子女取扱措置願の提出があっ

た場合は、その写しを平成２１年１２月１４日（月）までに教育長

に提出し、当該者の海外現地校在学その他海外経験等の事情

を勘案し、適性検査の実施等に関し講ずべき措置について協

議するものとする。

ウ 海外帰国子女とは、保護者とともに県内に住所を有する者

又は平成２２年４月１日までに県内に住所を有する予定の者で、

帰国後の期間（帰国した日から平成２１年１２月１４日までの期間

をいう。）が３年以内であり、かつ、外国における在住期間

が、帰国時からさかのぼり継続して１年以上であるものをい

う。ただし、保護者が引き続き海外に居住する場合は、県内

に保護者に代わる身元引受人がいる者に限る。

６ 調査書の提出

� 小学校長は、調査書を平成２１年１２月２８日（月）又は平成２２年

１月４日（月）から同月６日（水）の午前９時から午後４時ま

でに、志願先中等教育学校長に提出するものとする。

� 小学校長は、やむを得ない事情で調査書を提出できないとき

は、その事情を記した事由書及び当該調査書に代わる参考資料

を提出するものとする。

� 志願先中等教育学校長は、調査書の内容について、必要があ

れば小学校長に説明を求めることができる。

７ 受検票の交付

中等教育学校長は、平成２１年１２月２８日（月）から平成２２年１月

６日（水）までに受検番号等を記入した受検票を小学校長を通じ

て入学志願者に交付する。

８ 面接、作文及び適性検査

入学志願者全員に対して、次により面接、作文及び適性検査を

行う。

� 面 接

入学志願者全員に対して、グループ面接を行う。

� 作 文

作文の字数は、６００字程度とする。

� 適性検査

入学志願者の多様な個性や能力などの優れた面を評価すると

ともに、関心・意欲・態度・社会性など学びへの姿勢を問うも

のとする。

� 期日及び日程

期 日 時 間 検 査 等

平成２２年
１月９日（土）

８：５０ 集 合
（志願先中等教育学校体育館）

９：００～９：２５ 点呼、受検上の注意

９：４０～１０：３０ 作 文

１０：５０～１１：５０ 適 性 検 査

１１：５０～１２：４０ （昼 食）

１２：４０～ 面 接

� 検査場

検査場は、志願先の中等教育学校とする。

９ 入学予定者の選考

中等教育学校長は、入学志願理由書、調査書並びに面接、作文

及び適性検査の結果を資料として、当該中等教育学校の特色を踏

まえ、入学志願者の意欲や適性等を総合的に判断して、入学予定

者を選考する。

� 調査書の記録並びに面接、作文及び適性検査の取扱いについ

ては、次の方法により行うものとする。

ア 調査書の記録の評価は、５０点満点とし、評価方法等につい
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ては、中等教育学校長が定める。

イ 面接、作文及び適性検査の評価は、それぞれ５０点満点とす

る。

� 入学志願理由書については、記載された内容によって不利が

生ずることのないよう、選考に際して入学志願者を理解するた

めの補助資料として扱うものとする。

� 通学区域外からの入学志願者については、愛媛県県立中等教

育学校の通学区域に関する規則第４条の規定に従って選考する。

� 海外帰国子女の入学志願者で、５�イの協議において措置を
講ずる必要があると認められたものについては、�にかかわら
ず、中等教育学校長は、当該協議に基づき、入学志願者の意欲

や適性等を総合的に判断して、入学予定者を選考する。

１０ 入学予定者の発表

� 入学予定者の発表は、平成２２年１月１５日（金）午前９時に、

当該中等教育学校において、受検番号を掲示して行う。

� 中等教育学校長は、平成２２年１月１５日（金）に入学予定者の

選考結果を入学志願者及び関係小学校長に通知するとともに、

入学確約書の用紙を入学予定者に配布する。

１１ 選考結果の口頭による開示請求

� 選考結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛

媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、口頭により開

示請求をすることができる。

� 口頭による開示請求をすることができる期間は、平成２２年１

月１５日（金）から１月間とする。

� 口頭による開示請求は、入学志願者本人が本人であることを

確認できる書類（受検票等）を持参の上、土曜日、日曜日及び

国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規

定する休日を除く日の午前８時３０分（１月１５日（金）にあって

は、午前９時）から午後５時までに、志願先の中等教育学校で

行うこと。

なお、電話、はがき等による請求はできない。

� 開示内容については、次のとおりとする。

調査書の記録並びに面接、作文及び適性検査の得点

１２ 入学予定者の手続等

� 入学予定者の手続

ア 入学確約書の提出

入学予定者の保護者は、当該入学予定者の受検票を持参の

上、入学確約書を志願先中等教育学校長に提出しなければな

らない。入学確約書の提出期間は、平成２２年１月１５日（金）

の入学予定者の発表後から同月２２日（金）午後４時まで（受

付時間は、土曜日及び日曜日を除く日の午前９時から午後４

時まで）とし、この期間に提出がない場合には、入学の意思

がないものとして取り扱うものとする。

イ 入学予定者証明書の交付

中等教育学校長は、入学予定者の保護者から入学確約書の

提出があった場合、直ちに入学予定者証明書を交付するもの

とする。

また、中等教育学校長は、入学予定者の保護者に対し、入

学予定者の住所の存する市町村（一部事務組合を含む。以下

同じ。）の教育委員会に、入学予定者を県立中等教育学校へ

就学させる旨を、交付された入学予定者証明書を添えて届け

出るよう、文書又は口頭により周知するものとする。

ウ 入学の辞退

保護者の転勤等やむを得ない事情により、入学予定者が入

学を辞退しようとする場合、その保護者は、速やかに、入学

辞退届に当該入学予定者の受検票（入学予定者証明書を市町

村の教育委員会へ提出していない場合は入学予定者証明書を

含む。）を添えて、志願先中等教育学校長に提出しなければ

ならない。

� 入学予定者の欠員の補充

ア 中等教育学校長は、入学辞退その他の理由により入学予定

者に欠員を生じた場合には、その都度、あらかじめ定めた補

欠入学予定者を、優先順位の上位から順に、入学の意思を確

認の上、入学予定者とする。この場合において、入学意思の

確認は、関係小学校長を経て行うものとする。

イ 欠員の補充を実施する期間は、平成２２年３月３１日（水）ま

でとする。

ウ 欠員の補充の手続は、�の入学予定者の手続に準じて行う。
この場合において、中等教育学校長は、当該手続等について

関係小学校長を経て通知するものとする。

１３ その他

� 既に納付した入学選考料は、一切返還しない。

� 出願に関して、虚偽又は不正等の事実が判明した場合は、中

等教育学校長は、当該児童に係る入学予定者の決定を取り消す

ものとする。

� この要項に定めるもののほか、入学者選考に関し必要な事項

は、教育長が定める。
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�愛媛県教育委員会告示第８号
平成２２年度愛媛県県立特別支援学校高等部入学者選抜実施要項を

次のように定める。

平成２１年１０月１６日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

平成２２年度愛媛県県立特別支援学校高等部入学者選抜実施要

項

平成２２年度愛媛県県立特別支援学校の高等部の本科及び専攻科の

入学者の選抜は、この要項に基づいて実施する。

第１ 募集人員

平成２２年度県立特別支援学校の高等部の本科及び専攻科の第

１学年の募集人員は、別表のとおりとする。

第２ 本科入学者選抜

１ 出願

� 出願資格

入学を志願できる者は、その障害が学校教育法施行令（昭

和２８年政令第３４０号）第２２条の３の表に定める程度の者で、

次のいずれかに該当するものとする。

ア 平成２２年３月末日までに特別支援学校の中学部若しくは

中学校（以下「中学部等」という。）を卒業する見込みの

者又は中等教育学校の前期課程を修了する見込みの者

イ 中学部等を卒業した者又は中等教育学校の前期課程を修

了した者

ウ 中学部等を卒業した者と同等以上の学力があると認めら

れる者

� 出願期間
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入学願書の提出期間は、平成２２年２月１日（月）から同月

１２日（金）までとし、受付時間は、土曜日、日曜日及び国民

の休日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定

する休日（以下「休日」という。）を除く日の午前９時から

午後４時まで（同月１２日（金）にあっては、午前９時から正

午まで）とする。

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 出願制限

ア 入学志願者は、２以上の県立特別支援学校又は障害部門

への出願をすることはできない。

イ 入学志願者は、次の�又は�に該当する場合を除いては、
２以上の学科への出願をすることはできない。

� ２以上の学科を設置する県立特別支援学校（今治特別

支援学校を除く。）の学科を志望する場合で、当該校の

他の学科を第２志望とするとき。

� 今治特別支援学校の産業科を第１志望とする場合で、

当該校又は新居浜分校の普通科を第２志望又は第３志望

とするとき。

� 出願手続

ア 入学志願者は、入学願書に受検票を添えて、在籍又は出

身の中学部等又は中等教育学校の校長（以下「在籍中学部

等校長」という。）を経て（在籍及び出身の中学部等及び

中等教育学校のない場合にあっては、直接）、志願先の特

別支援学校の校長（以下「志願先校長」という。）に提出

しなければならない。

イ 県外からの出願手続は、次のとおりとする。

� 県外からの入学志願者は、アにより提出する書類に入

学志願理由書を添えて志願先校長に提出しなければなら

ない。

� 志願先校長は、入学志願理由書の提出があった場合は、

志願の理由が適当と認められた者について、速やかに県

外からの入学志願者受付承認願２部を愛媛県教育委員会

教育長（以下「教育長」という。）に提出し、承認を受

けるものとする。

２ 報告書

� 在籍中学部等校長は、次の報告書を、平成２２年２月１５日（月）

午前９時から同月２３日（火）午後４時までに、志願先校長に

提出するものとする。

ア 調査書

イ 健康診断票

ウ 眼科診断票（松山盲学校の入学志願者に限る。）

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 在籍中学部等校長は、やむを得ない事情で所定の報告書を

提出できないときは、その事情を記した事由書及び当該報告

書に代わる参考資料を添えて提出するものとする。

� 志願先校長は、報告書の内容について、必要があれば在籍

中学部等校長に説明を求めることができる。

３ 学力検査

普通科以外の学科の入学志願者に対して、次により学力検査

を行う。

� 検査教科

当該特別支援学校の校長（以下「特別支援学校長」という。）

が、学校の実態に応じて決定する。

� 検査問題

平成２２年度の県立高等学校等の入学者等の選抜に係る学力

検査の出題範囲並びに学力検査等の期日及び合格者の発表の

日について（平成２１年５月１９日愛媛県教育委員会公告）２�
アに定めるところによる。

� 期日及び日程

検査期日は、平成２２年３月５日（金）とし、その日程につ

いては、特別支援学校長が定める。

� 検査場

検査場は、志願先の特別支援学校とする。

４ 面接及び適性検査

� 面接

入学志願者全員に対して、面接を行う。

� 適性検査

ア 特別支援学校長が、学科の特色から判断して必要と認め

る学科の入学志願者に対して行う。

イ 内容は、特別支援学校長が学科の特色に応じて決定する。

� 期日及び日程

学力検査の検査期日と同じ日とし、その日程については、

特別支援学校長が定める。

� 検査場

検査場は、志願先の特別支援学校（本校又は分校）とする。

５ 入学者の選抜方法

特別支援学校長は、報告書、学力検査の成績並びに面接及び

適性検査の結果を資料とし、当該学校、学科等の特色を踏まえ

て、その教育を受けるに足る能力・適性等を総合的に判定して

入学者を選抜する。

６ 合格者の発表

合格者の発表は、平成２２年３月１９日（金）午前１０時に、当該

特別支援学校（本校又は分校）において、受検番号を掲示して

行う。

７ 学力検査結果の口頭による開示請求

� 学力検査の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平

成１３年愛媛県条例４１号）第２７条第１項の規定に基づき、口頭

により開示請求をすることができる。

� 口頭による開示請求をすることができる期間は、平成２２年

３月１９日（金）から１月間とする。

� 口頭による開示請求は、入学志願者本人が本人であること

を確認できる書類（受検票等）を持参の上、土曜日、日曜日

及び休日を除く日の午前９時（３月１９日（金）にあっては、

午前１０時）から午後５時までに、志願先の特別支援学校で行

うこと。

なお、電話、はがき等による請求はできない。

� 開示内容については、次のとおりとする。

学力検査の教科別得点とその合計得点

第３ 専攻科入学者選抜

１ 出願

� 出願資格

入学を志願できる者は、その障害が学校教育法施行令第２２

条の３の表に定める程度の者で、次のいずれかに該当するも

のとする。

ア 平成２２年３月末日までに特別支援学校の高等部、高等学

校又は中等教育学校（以下「高等部等」という。）を卒業
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する見込みの者

イ 高等部等を卒業した者又はこれと同等以上の学力がある

と認められる者

� 出願期間

本科入学者選抜の場合に準ずる。

� 高等部本科との併願

入学志願者は、松山盲学校の高等部本科のいずれかの学科

を第２志望とすることができる。

� 出願手続

ア 入学志願者は、入学願書に受検票を添えて、在籍又は出

身の高等部等の校長（以下「在籍高等部等校長」という。）

を経て（在籍及び出身の高等部等のない場合にあっては、

直接）、松山盲学校長に提出しなければならない。

イ 県外からの出願手続は、本科入学者選抜の場合に準ずる。

２ 報告書

� 在籍高等部等校長は、次の報告書に、入学志願者の卒業証

明書又は卒業見込み証明書を添えて、平成２２年２月１５日（月）

午前９時から同月２３日（火）午後４時までに、松山盲学校長

に提出するものとする。

ア 調査書

イ 健康診断票

ウ 眼科診断票

なお、郵送等の場合も、同期間内に必着のこと。

� 在籍高等部等校長は、やむを得ない事情で所定の報告書を

提出できないときは、その事情を記した事由書及び当該報告

書に代わる参考資料を添えて提出するものとする。

� 松山盲学校長は、報告書の内容について、必要があれば在

籍高等部等校長に説明を求めることができる。

３ 学力検査

入学志願者全員に対して、次により学力検査を行う。

� 検査教科

松山盲学校長が、学科の特色に応じて決定する。

� 検査問題

平成２２年度の県立高等学校等の入学者等の選抜に係る学力

検査の出題範囲並びに学力検査等の期日及び合格者の発表の

日について（平成２１年５月１９日愛媛県教育委員会公告）２�
イに定めるところによる。

� 期日及び日程

検査期日は、平成２２年３月５日（金）とし、その日程につ

いては、松山盲学校長が定める。

� 検査場

検査場は、松山盲学校とする。

４ 面接及び適性検査

� 面接

入学志願者全員に対して、面接を行う。

� 適性検査

ア 松山盲学校長が、学科の特色から判断して必要と認める

学科の入学志願者に対して行う。

イ 内容は、松山盲学校長が、学科の特色に応じて決定する。

� 期日及び日程

学力検査の検査期日と同じ日とし、その日程については、

松山盲学校長が定める。

� 検査場

検査場は、松山盲学校とする。

５ 入学者の選抜方法

松山盲学校長は、報告書、学力検査の成績並びに面接及び適

性検査の結果を資料とし、学科の特色を踏まえて、その教育を

受けるに足る能力・適性等を総合的に判定して入学者を選抜す

る。

６ 合格者の発表

合格者の発表は、平成２２年３月１９日（金）午前１０時に、松山

盲学校において、受検番号を掲示して行う。

７ 学力検査結果の口頭による開示請求

本科入学者選抜の場合に準ずる。

第４ その他

この要項に定めるもののほか、入学者選抜に関し必要な事項

は、教育長が定める。

別表 平成２２年度愛媛県県立特別支援学校高等部入学定員

学 校 名 学 科 名 入学定員

本 科
普 通 科 ８

松 山 盲 学 校 保健理療科 ８

専 攻 科 理 療 科 ８

ろう

松 山 聾 学 校 本 科
普 通 科 ８

理 容 科 ８

し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 本 科 普 通 科 ２４

み な ら 特 別 支 援 学 校 本 科
普 通 科 ５０

産 業 科 １６

今 治 特 別 支 援 学 校 本 科
普 通 科 ５０

産 業 科 １６

今治特別支援学校新居浜分校 本 科 普 通 科 １６

宇 和 特 別 支 援 学 校

（ 聴 覚 障 害 部 門 ）
本 科 普 通 科 ８

宇 和 特 別 支 援 学 校

（ 知 的 障 害 部 門 ）
本 科

普 通 科 ３０

産 業 科 １６

計 ２６６
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�愛媛県公営企業告示第６号
次のとおり落札者を決定した。

平成２１年１０月１６日

愛媛県立中央病院長 梶 原 眞 人

公営企業告示

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

重油（ＪＩＳ Ｋ２２０５１種２号）
約７６２，０００リットル

愛媛県立中央病院
愛媛県松山市春日
町８３番地

平成２１年９月２５日
上岡商事株式会社
松山市余戸中四丁目１５
番１９号

５３．２３５円 一般競争入札 平成２１年１月３０日

平成２１年１０月１６日 発行
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